
【機密性２】

主な交通手段の分担率

ニューヨーク地下鉄復旧状況
（ハリケーン・サンディ）

社会経済が壊滅的な被害に至るシナリオ（案）（東京）
○最大クラスの洪水、高潮により、バックアップ期間を超えた停電や非常用電源の浸水が発生し業務システ
ム・通信システムが停止。
〇地下空間の浸水により地下鉄の運行が停止し、通勤・通学が混乱。

〇このため、民間企業の本社の業務が停止もしくは停滞し、地方の民間企業にも影響。

停電需要家数の推移（ハリケーン・サンディ）
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停電需要家数 単位：千軒

復旧率50%

停電の半減に
5日以上
停電の半減に
5日以上

（出典）plaNYC「A STRONGER, MORE RESILIENT NEW YORK」(2013)を基に作成

半減

5日間 発災後の経過日数

国内資本金10億円以上の企業数1)（全国5,960社）

（出典） 1) 「平成24年経済センサス－活動調査」より作成

東京都

2,748社

46%

東京都以外

3,212社

54%

国内資本金10億円以上の大企
業が全国で約6,000社あり、そ
のうち約半数が東京に存在

国内資本金10億円以上の大企
業が全国で約6,000社あり、そ
のうち約半数が東京に存在

浸水による通信障害の発生状況
（ハリケーン・サンディ）

（出典）plaNYC「A STRONGER,MORE RESILIENT
NEW YORK」

浸水エリア以外でも、通信サー
ビスが完全復旧するまで２ヶ月
以上かかったビルが多数存在

浸水エリア以外でも、通信サー
ビスが完全復旧するまで２ヶ月
以上かかったビルが多数存在

（出典）国土交通省「ハリケーン・サンディの被害概
要について」をもとに作成。 路線図はニューヨーク市
立大学作成のデータを使用

運休区間（7日後）
(2012.11.5時点)

地下鉄は被災７日後でも約４割
が運休
地下鉄は被災７日後でも約４割
が運休

ブルックリン

マンハッタン

（出典）国土交通省「第５回東京都市圏パーソントリップ
調査（交通実態調査）の集計結果について」
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東京都（23区）で主な交通手段と
して鉄道を使用している人は約5
割であり、ニューヨーク（約1割）、
ロンドン（約2割）と比較して非常
に高い。
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空調機器の国内出荷台数の推移

空調機器の国内出荷台数の
うち、約3割が断水による影響
を受ける水冷式

空調機器の国内出荷台数の
うち、約3割が断水による影響
を受ける水冷式

水冷式

空冷式

約５割

約１割

約２割

（出典）一般社団法人日本冷凍空調工業会

最大クラスの
洪水・高潮

想定を超える停電

地下空間が浸水 民間企業（本社等）
の業務が停止/停滞
⇒地方の民間企業

にも影響

水道の供給が停止

通信システム・業務
システムが停止

地下鉄の運行停止 通勤が混乱

浄水場が浸水 ビルの冷房施設停止

通信基地局が浸水

各企業等の非常用
電源が浸水

※本資料は、国内外で発生した過去の災害、当該地域の地形、企業の集積状況等
に基づいて水災害に関する防災・減災対策本部事務局において検討したもの。

浸水による影響

○主要病院の１階もしくは地下に設
置された非常用電源が浸水し、心
肺維持装置等が使用できなくなっ
た（ハリケーン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された受電
設備と非常用発電機が浸水し停
電。電話交換機が使用出来なく
なった（平成12年東海豪雨水害）

○主要病院の１階もしくは地下に設
置された非常用電源が浸水し、心
肺維持装置等が使用できなくなっ
た（ハリケーン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された受電
設備と非常用発電機が浸水し停
電。電話交換機が使用出来なく
なった（平成12年東海豪雨水害）

浸水した町役場ロビー （西枇杷島町）

非常用電源が浸水し、主要病院
や町役場の業務に影響
非常用電源が浸水し、主要病院
や町役場の業務に影響

2週間以上
停電解消に2週間以上停電解消に2週間以上
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【機密性２】

漂流物による被害（伊勢湾台風、
ハリケーン・カトリーナ）

社会経済が壊滅的な被害に至るシナリオ（案）（名古屋）

東日本大震災による港湾の復旧プ
ロセス

3/11 ・航路啓開作業の開始要請（漂流ガレキ等の除去、

航路確保のための水路測量開始）

3/15 ・釜石港、茨城港で緊急物資・燃料等の輸送が可能

となる

3/21 ・仙台塩釜港でオイルタンカーの入港が可能となる

3/24 ・主要14港において、緊急物資・燃料等の輸送が可

能となる

・ 釜石港、茨城港で緊急物
資・燃料等の輸送が復旧す
るのに４日を要した。

・ 仙台塩釜港でオイルタン
カーが入港可能になるまで
10日を要した

・ 釜石港、茨城港で緊急物
資・燃料等の輸送が復旧す
るのに４日を要した。

・ 仙台塩釜港でオイルタン
カーが入港可能になるまで
10日を要した

（出典）国土交通省港湾局, 東日本大震災における
港湾の被災から復興まで, 平成24年3月 , p4～p11

伊勢湾台風、ハリケーン・カト
リーナでは漂流物による被害
が発生

伊勢湾台風、ハリケーン・カト
リーナでは漂流物による被害
が発生

団地（社宅）に流出した木材の山 （伊勢湾台風）

コンテナの流出（2009年の台風18号、三河港）
（出典） （一社）中部地域づくり協会HP

名古屋港のコンテナ・自動車の輸
出入量（H26年）

物流機能が
停止もしくは停滞

港湾機能が
停止もしくは停滞

製造業等が
長期停止
生産・出荷減

港湾周辺の道路が冠水

最大クラスの
洪水・高潮 コンテナや木材、

自動車等が漂流

想定を超える停電

トラックの流出（2005年ハリケーン・カトリーナ）
（出典） Hurricane Katrina/Rita Response 
Health and Safety Orientation,EPA

※TEUは、20フィートコンテナを1単位として、貨物取扱量等を示すため
の単位

地下空間が浸水
各企業等の非常用
電源が浸水

通信システム・業務
システムが停止

※本資料は、国内外で発生した過去の災害、当該地域の地形、企業の集積状況等
に基づいて水災害に関する防災・減災対策本部事務局において検討したもの。

〇最大クラスの洪水、高潮により、バックアップ期間を超えた停電や非常用電源の浸水が発生し業務システ
ム・通信システムが停止。

〇自動車や木材等の漂流物が発生し、港湾機能が停止若しくは停滞、また、港湾周辺の道路が浸水し、物流
機能が停止若しくは停滞。
〇このため、製造業を中心とした民間企業の業務が停止もしくは停滞し、中部圏等の企業の活動にも影響。

浸水による影響

○主要病院の１階もしくは地下
に設置された非常用電源が
浸水し、心肺維持装置等が
使用できなくなった（ハリケー
ン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された
受電設備と非常用発電機が
浸水し停電。電話交換機が
使用出来なくなった（平成12
年東海豪雨水害）

○主要病院の１階もしくは地下
に設置された非常用電源が
浸水し、心肺維持装置等が
使用できなくなった（ハリケー
ン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された
受電設備と非常用発電機が
浸水し停電。電話交換機が
使用出来なくなった（平成12
年東海豪雨水害）

浸水した町役場ロビー （西枇杷島町）

非常用電源が浸水し、主要
病院や町役場の業務に影響
非常用電源が浸水し、主要
病院や町役場の業務に影響

大規模水害時の浸水期間

（出典）FEMAホームページより

伊勢湾台風では最長約3ヶ月、
ハリケーン・カトリーナでは約
1ヶ月以上の長期湛水が発生

伊勢湾台風では最長約3ヶ月、
ハリケーン・カトリーナでは約
1ヶ月以上の長期湛水が発生

発災１１日目における、堤防の緊急復旧
と排水作業の状況

1日あたりコンテナ約7,500TEU、
自動車約3,900台が滞留。（数値
はいずれも日平均値）

(出典)コンテナ：港湾統計（国交省）、自動車：貿易統計（名古屋税関HP）

名古屋港の輸出入額の全国シェア※
（ ※全国に占める名古屋港の輸出入額の割合）

（出典）平成２６年 名古屋港貿易概況

輸出 輸入

全輸出入品目
15.6%
（1位）

6.7%
（2位）

自動車等の輸
送機器

30.3% 8.3%

名古屋港の輸出額は全国第１位
であり、特に自動車等の輸送機
器では全国比で３割を占める。

名古屋港の輸出額は全国第１位
であり、特に自動車等の輸送機
器では全国比で３割を占める。

停電需要家数の推移（ハリケーン・サンディ）
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サンディ後日数

停電需要家数 単位：千軒

復旧率50%

（出典）plaNYC「A STRONGER, MORE RESILIENT NEW YORK」(2013)を基に作成

半減

5日間 発災後の経過日数

2週間以上
停電解消に2週間以上停電解消に2週間以上

停電の半減に
5日以上
停電の半減に
5日以上
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【機密性２】

主要駅周辺が浸水（○は地盤高３ｍ未満）
平均乗降人員数（人/日）
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心斎橋

ニューヨーク地下鉄復旧状況
（ハリケーン・サンディ）

社会経済が壊滅的な被害に至るシナリオ（案）（大阪）

〇最大クラスの洪水、高潮により、バックアップ期間を超えた停電や非常用電源の浸水が発生し業務システ
ム・通信システムが停止。

〇地下空間が浸水し、大阪中心市街地の地下街の商業活動が停止、また、地下鉄の運行が停止し、大阪中
心部の交通機能が停止。

〇このため、商業を中心とした民間企業の業務が停止もしくは停滞し、関西圏等の企業の活動にも影響。

地下鉄は被災７日後でも約４割
が運休
地下鉄は被災７日後でも約４割
が運休

（出典）国土交通省「ハリケーン・サンディの被害概要につ
いて」をもとに作成。 路線図はニューヨーク市立大学作成
のデータを使用

運休区間（7日後）
(2012.11.5時点)

ブルックリン

マンハッタン

大阪市内の主要駅（上位10駅）のうち
7駅が地盤高3m未満に位置
大阪市内の主要駅（上位10駅）のうち
7駅が地盤高3m未満に位置

同7駅の乗降客数は、大阪市内の全乗
降客数の約5割を占める
同7駅の乗降客数は、大阪市内の全乗
降客数の約5割を占める

（出典）平成26年度大阪府統計年鑑（注；JRは乗車人員数のデータのみのため、これを2倍したものを乗降人員数と仮定）

市街地が湛水

大阪中心部の
社会経済活動
が停止もしく
は停滞

最大クラスの
洪水・高潮

下水施設が浸水

地下空間が浸水

地下鉄の運行停止

衛生環境の悪化

各企業等の非常用
電源が浸水

通信システム・業務
システムが停止

浸水による影響

○主要病院の１階もしくは地下に設
置された非常用電源が浸水し、心
肺維持装置等が使用できなくなっ
た（ハリケーン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された受電
設備と非常用発電機が浸水し停
電。電話交換機が使用出来なく
なった（平成12年東海豪雨水害）

○主要病院の１階もしくは地下に設
置された非常用電源が浸水し、心
肺維持装置等が使用できなくなっ
た（ハリケーン・カトリーナ）
○町役場の１階に設置された受電
設備と非常用発電機が浸水し停
電。電話交換機が使用出来なく
なった（平成12年東海豪雨水害）

浸水した町役場ロビー （西枇杷島町）

非常用電源が浸水し、主要病院
や町役場の業務に影響
非常用電源が浸水し、主要病院
や町役場の業務に影響

想定を超える停電

※本資料は、国内外で発生した過去の災害、当該地域の地形、企業の集積状況等
に基づいて水災害に関する防災・減災対策本部事務局において検討したもの。

地下鉄86ストリート駅の浸水状況 ©MTA 

下水処理施設の被災(東日本大震災)

（出典）仙台市ホームページ

http://www.city.sendai.jp/gesui/1197924_2478.html

津波により下水処理施設が被災
し、復旧に１年以上を要した

汚水受入施設などの設備やパイプラインが
破壊（南蒲生浄化センター）

（ハリケーン・サンディにより、ニューヨーク市では概ね標高3mまで浸水した）
大規模水害時の浸水期間

（出典）FEMAホームページより

伊勢湾台風では最長約3ヶ月、
ハリケーン・カトリーナでは約
1ヶ月以上の長期湛水が発生

伊勢湾台風では最長約3ヶ月、
ハリケーン・カトリーナでは約
1ヶ月以上の長期湛水が発生

発災１１日目における、堤防の緊
急復旧と排水作業の状況

（ハリケーン・サンディにより、ニューヨーク市では概ね標高3mまで
浸水した）

（出典）人口：平成22年国勢調査500mメッシュ 、従業者数：平成21年経済セン
サス基礎調査500mメッシュ（全産業）

大阪市における標高3m未満の割合*1

は約6割、0m未満も約1割を占める。
大阪市における標高3m未満の割合*1

は約6割、0m未満も約1割を占める。

*1：面積、人口、従業者数について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

面積

人口

従業者数

地盤高0m以下 地盤高0m～3m以下 地盤高3mより高

約20km2

約30万人

約20万人

約110km2

約130万人

約120万人

大阪市周辺の標高分布

○
○

○

○
○
○
○

停電需要家数の推移（ハリケーン・サンディ）
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
サンディ後日数

停電需要家数 単位：千軒

復旧率50%

停電の半減に
5日以上
停電の半減に
5日以上半減

5日間 発災後の経過日数

2週間以上
停電解消に2週間以上停電解消に2週間以上

（出典）plaNYC「A STRONGER, MORE RESILIENT NEW YORK」(2013)を基に作成
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